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【現状と課題】
○児童福祉法に基づき、１１疾患群５１４疾患について、小児慢性特定疾患治療研究事業（小慢）が実施

されている。小慢に関する患者データが蓄積されているが、データ収集のシステム化が十分でなく、必ず
しもデータが有効に活用されていない。

○小児の重篤な先天性疾患について、遺伝子治療を含む新しい治療法の開発が急務となっている。
○小慢の対象にもなっていない希少な小児の難治性疾患について、患者情報の収集（疫学調査）、診断・
治療法確立のため研究が期待されている。

【研究の方向性】
○小児の先天性疾患・難治性疾患に関する研究を推進するための基盤整備として、データベース
の構築、遺伝子診断ネットワークの確立、患者支援システムの充実に向けた研究を実施。

○慢性肉芽腫症等に対する造血幹細胞遺伝子治療のための臨床研究を実施。
○ SIDSをはじめとする小児期の病因不明疾患の病態解明、診断治療法確立のための研究を推

進。

【現状と課題】
○妊産婦死亡率は世界トップレベルを達成したが、間接的産科死亡の減少が課題として残されている。
とりわけ、わが国で、脳血管障害合併妊娠が比較的高い頻度で発生することが明らかとなっている。

○従来は生存すら危うかった先天性疾患患者が、医学の進歩に伴い、長期生存が可能となり、さらには

挙児を希望するに至っていることから、基礎疾患を有する妊婦を安全な妊娠・出産に導くための管理手
法の確立が課題となっている。

○妊娠高血圧症候群や癒着胎盤、羊水塞栓症等の従来からの産科合併症について、予防・治療・管理
の向上を図ることが、安心・安全な妊娠・出産を維持する上で重要である。

【研究の方向性】
○更なる妊産婦死亡の低減を目指し、妊産婦死亡の実態等、妊産婦についてのデータを継続的
に収集し、周産期疾患克服のための基礎研究、臨床研究を推進する。

○やせ妊婦とLBWI（低出生体重児）、妊娠・産後うつの実態把握・治療法確立等の研究を実施。

周産期疾患 ～安心・安全な妊娠・出産のさらなる追求～

小児難治性疾患 ～子どもの難治性疾患の克服と健やかな育ちに向けて～

 
 

 

【現状と課題】
○ ３年連続で、出生率は改善しているものの、依然として少子高齢化の流れは止まっていない。
○次世代育成支援対策として、地域の実情に応じた子育て支援策の充実が求められているが、子育て支
援対策の質・量について自治体間で大きな格差が存在する。

○児童虐待防止法の制定後、総合的な対策が行われてきているが、児童虐待に関する相談対応件数は
年々増加しているとともに、虐待による死亡事例は依然として跡を絶たない状況である。

【研究の方向性】
○効果的な少子化対策を確立するための実証的な基盤研究として、児童福祉施設等

におけるケアの質・量とアウトカムの関連についての把握、社会・経済・行政・環境・
労働等と出生率の相関について検証等を実施。

○子ども家庭福祉領域におけるソーシャルワーク技術の向上、子ども虐待のある家族
を一体的に支援する手法の開発に関する研究等を推進。

【現状と課題】
○母子保健に関する国民健康運動である「健やか親子２１」を推進中（平成１３～２６年）。
○わが国の周産期死亡率、乳児死亡率は世界のトップレベルにあるものの、

・幼児死亡率は、他の先進諸国と比べると比較的成績が悪い
・思春期において、性や精神保健（食思不振症、うつ、自殺）などの健康問題が深刻化
・高齢出産の増加（３５歳以上の出産が４割）などに伴いハイリスク妊婦が増加傾向にある
・低出生体重児が増加傾向にある（2,500g未満の出生児が約１割）

など、様々な母子保健上の課題が存在する。
○環境省では、化学物質等の環境リスクが子どもの発育への影響を検証するための大規模コホート研究
を準備中であり、厚労省も協力を求められている。

【研究の方向性】
○生活習慣病胎児期起源説（バーカー仮説）の検証のためのコホート研究、母子保健領域における健康
格差の実証研究、ヘルス・プロモーションに関する基盤的研究等を推進。

母子保健

児童福祉
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厚生労働科学研究費の年次推移（平成10年度を100％とする）

厚労科研究全体：２１７億→４８４億（２２３％）

子ども家庭総合研究：６．１億→４．８億（８０％）
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(6)第３次対がん総合戦略研究 
 
分野名   Ⅲ．疾病・障害対策研究 

事業名       
第３次対がん総合戦略研究 

がん臨床研究 

主管部局（課室）   健康局総務課がん対策推進室 

運営体制      
厚生労働省本省において、国立がんセンターの協力を得つつ運営

する予定 

 

関連する「第 3期科学技術基本計画」における理念と政策目標（大目標、中目標） 

理念   健康と安全を守る 

大目標  生涯はつらつ生活 

中目標  国民を悩ます病の克服 
 

１．事業の概要 
(1)第 3 期科学技術基本計画・分野別推進戦略との関係 

重要な研究開発課題 

「生活環境・習慣と遺伝の相互関係に基づいた疾患解明及び予防

から創薬までの研究開発」、「がん、免疫・アレルギー疾患、生活

習慣病、骨関節疾患、腎疾患、膵臓疾患等の予防・診断・治療の

研究開発」、「治験を含む新規医療開発型の臨床研究」 

研究開発目標    

・2010 年までに、個人の特性に応じた治療や創薬に資するよう、

我が国における主要疾患の関連遺伝子の同定等を行うととも

に、予防・治療法や創薬につなげるための手法を開発する。 

・2010年までに、がん、糖尿病などの生活習慣病や難病の治療・

診断法を開発するための基盤を蓄積し、臨床研究につなげる。


